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｢反核・平和の火リレー｣を成功させよう！
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｢第２５回神奈川県反核・平和の火リレー｣に参加の皆さん！





広島･長崎の悲劇を二度と繰り返すな！





１９４５年８月、米軍の広島･長崎への原爆投下によって一瞬にして数十万人の尊い命が奪われ、広島･長崎が死の街と化してから６９年。今なお二十数万の人々が国からの支援をほとんど受けられないまま原爆症で苦しみ、死の恐怖と闘っています。


だが、米・露・英・仏・中の国連安保常任理事国を中心に１万７千もの核兵器を保有し、米オバマ政権は｢戦術核兵器の使用｣をうたい未臨界実験を繰り返し、核兵器の照準を中・露・北朝鮮・イランなどに向けています。


日本政府は、この許しがたい米政府の核軍事戦略を支持。そればかりか原子力基本法を改定して日本の核武装を法的に可能にし、原爆の材料となる高純度のプルトニウムを手に入れるためになんとしても｢もんじゅ｣や六ヶ所村再処理工場を稼働させようとしています。日本の核武装をも射程に、あくまでも原発･核燃料サイクルを維持しようとし











ているのです。


だが核と人類は共存できない。


広島・長崎の悲劇を二度と繰り返してはならない！





川内原発再稼働阻止！





９月１０日、規制委員会は川内原発１、２号機が新規制基準を｢最高レベルで満たしている｣として適合と判断。川内原発から４０㎞地点にある姶良(あいら)カルデラの噴火については｢稼働中の３０年程度は大丈夫だろう｣と危険性を無視しました。その二週間後に御嶽山が噴火、｢事前予知も今のレベルではせいぜい数時間から数日間｣(藤井敏嗣火山噴火予知連絡会会長)です。核燃料搬出には５年かかります。


だが、九州電力は｢巨大噴火は予知できる。核燃料の搬出先や方法は兆候を捉えた段階で検討｣と火山噴火の危険を完全に無視しています。


<３・１１>を機に日本列島の全火山が活動期に入ったと言われているにもかかわらず、政府･規制委・九電は川内原発をなにがなんでも再稼働しようとしているのです。


そればかりか政府・経産省は、電力会社の原発事業支援のために、あ














第2５回神奈川県反核･平和の火リレー


10月2０日(月) 8:40川崎市役所→11:50米軍ノースドック


12:１5米軍ノースドック→13:30神奈川県庁


1０月2１日(火) 9:30米軍ノースドック→16:40相模原市役所


1０月2２日(水) 9:00相模原市役所→16:50東海大学


1０月2３日(木) 8:45東海大学→16:50平塚市役所


1０月2４日(金) 8:45平塚市役所→15:25横須賀市役所


主催　反核･平和の火リレー神奈川県実行委員会








らかじめ原発の電気買い取り｢基準価格｣を決め、市場価格より下回れば国が補填、原発建設で負った債務を｢債務保証｣することも検討。日々の暮らしに事欠く人々からも容赦なくむしり取った血税を電力会社・原発メーカーなどに惜しげもなく注ぎ込み、原発建設・原発輸出を推進しようとしているのです。


また、政府が東電に注入した資金はすでに４兆円を超えています。今後天文学的に膨れ上がるそれも全て





集団自衛権にNO！１０．２６かながわ大集会


日時　２０１４年１０月２６日（日）１４時～１５時


場所　横浜公園 JR線「関内駅」徒歩2分


主催　神奈川労働弁護団、社会文化法律センター、自由法曹団、青年法律家協会弁学合同部会








血税でまかなおうとしています。その一方、名ばかりの除染を施した汚染地域に避難住民を帰還させ事故収束を演出すると同時に、損害賠償費を削減しようとしています。


だが、<３・１１>から３年７ヵ月、福島第１原発事故の原因は今も全く分かっていません。溶けた核燃料がどこにどれだけどのような状態にあるのかも分かりません。政府・東電の汚染水対策は完全に破綻し、大量の冷却水が汚染水となって海に流れ込み、漁民の生活を破壊しています。


また、事故収束作業に当たっている労働者は大量の被爆を強いられ、被曝線量が急増しています。これに対し政府は、労働者一人当たりの年間被曝限度量を大幅に引き上げ、原発労働者にさらにより大量の被爆を強いようとしています。


避難を余儀なくされた１３万の人々は帰る目処も立たず、原発震災関連死される方々が後を絶ちません。甲状腺がんを発症する子どもたちが増え続けています。


原子力をコントロールする技術などないのです。


川内原発の再稼働阻止！


全原発を直ちに廃炉にしよう！


原発建設・輸出を阻止しよう！








米軍基地撤去の闘いを！





１０月８日、在日米海軍司令部クラフト司令官はオスプレイの首都圏飛来を｢ルーティン(=通常運用)｣と言い放ち、厚木、横田基地をオスプレイの訓練拠点にすることを宣言。１０月１日にオスプレイがペルシャ湾上で推力を失ったことへの批判には一切答えず、この欠陥機を人口密集地の頭上で飛び回らせようとしているのです。


このような米軍による日本全土でのオスプレイ飛行訓練を、安倍政権は｢沖縄の負担軽減｣を口実にして容認するばかりか、２０１５年度から自衛隊にも１７機導入し、陸自木更津駐屯地を整備拠点に定め、本土基地数ヵ所に格納庫を建設し米軍と共同で使用することを決定しています。


そればかりか日米両政府は、普天間の移設を口実に辺野古にオスプレイだけでなく大型強襲揚陸艦が接岸できる巨大基地を作ろうとしています。｢沖縄の負担軽減｣とは裏腹に、沖縄を始め日本全土の基地を戦争の最前線基地として強化しようとしているのです。


沖縄・神奈川をはじめ日本全土の米軍基地を撤去するためにともに全力で闘おう！














２０１４憲法を考える１１．３県民集会


集団的自衛権｢行使容認｣の流れのなかで　―わたしたちのできることは―


お話　伊藤真さん(弁護士)


日時　２０１４年１１月３日（月）１４時～


場所　男女共同参画センター横浜


 　　　JR線「戸塚駅」徒歩５分


主催　かながわ憲法フォーラム


後援　神奈川平和運動センター・


　　　　戦争させないかながわの会


連絡先　神奈川県高等学校教職員組合


TEL　045-231-2479








秘密法に反対する１０．２７集会


日常化する監視社会にNO！


秘密法の施行をさせないために


お話　小倉利丸さん(富山大学教員)


発言　海渡双葉さん(秘密保護法反対弁護団)


日時　１０月２７日（月）１８：３０～


場所　かながわ県民センター４０２号


 　　　JR線「横浜駅」徒歩５分


主催　秘密法反対・かながわ実行委


盗聴法に反対する神奈川市民の会


日本国民救援会神奈川県本部など６団体


後援　神奈川平和運動センター











